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  １．開  会 

○事務局（平野海溝型地震対策室長） 

 定刻となりましたので、これより地震防災対策における減災目標策定に関するワーキン

ググループを開催いたします。 

 本日は、ご多忙の中をご出席いただきまして、ありがとうございます。 

 私は、事務局の海溝型地震対策室の平野です。よろしくお願いいたします。 

 前回のワーキンググループでは、日本海沿岸とオホーツク海沿岸の被害想定及び減災計

画の策定に向けた今後の進め方等についてご議論いただき、日本海沿岸の被害想定を先行

して実施することしたところでございまして、本日は、前回のご議論の中でご意見をいた

だいた事項を中心に、日本海沿岸の被害想定策定の条件や項目についてご議論いただきた

いと考えております。 

 それでは、資料の確認をさせていただきます。 

 資料１の日本海沿岸の被害想定（地震動断層モデル）について、資料２の日本海沿岸の

被害想定（被害想定項目）についての２種類ですが、配付漏れ等はございませんか。 

 本日のワーキンググループですが、有村委員と根本委員は、所用のため、本日は欠席と

なります。また、オブザーバーとして札幌管区気象台、北海道開発局、寒地土木研究所の

皆様にもご参加いただいております。 

 なお、毎回そうですが、本日のワーキンググループの様子を、後日、ユーチューブで関

係市町村等に配信させていただく予定ですので、大変お手数ですが、発言の際には、お名

前をお名のりいただき、必ずマイクをお使いいただくようお願い申し上げます。 

 それでは、以後の進行につきましては、座長である岡田委員にお任せいたします。 

 

  ２．議  題 

○岡田座長 

 岡田です。おはようございます。 

 本日の主議題は、今、平野室長のご挨拶にもありましたように、前回、第２１回ワーキ

ンググループで意見が出された断層モデル設定法並びに被害想定法についての事務局側の

回答についての審議となります。 

 それでは、議題（１）日本海沿岸の被害想定（地震動断層モデル）について、事務局か

ら説明をお願いいたします。 

 

○事務局（太田主幹） 

 海溝型地震対策室で主幹をしております太田です。 

 まず、地震動の断層モデルについて、資料１に基づきましてご説明いたします。 

 めくっていただきまして、２ページ目をご覧ください。 

 前回のワーキンググループにおいて、被害想定の前提となる新たにモデルを設定すると
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した断層モデルについて、断層の壊れ方など、すなわち断層パラメーターなどの詳細な設

定方法を整理することについてご意見をいただきました。 

 ３ページ目には、前回のワーキンググループの資料を抜粋して載せております。 

 被害想定の前提条件として、想定される津波の震源モデルに基づき、地震動の震源モデ

ルを設定して地震動を算出することとし、地震動断層モデルはＦ０１からＦ２０の１５の

うち、Ｆ０１など８モデルについて新たに設定することでご了承いただいたところです。 

 新規モデルの設定方法については、政府の地震調査研究推進本部地震調査委員会が強震

動予測の手順を標準化した「震源断層を特定した地震の強震動予測手法（レシピ）」に基

づき行っており、前回のワーキンググループにおいて谷岡委員からご指摘のありました平

均すべり量は最大６メートルとして設定しております。 

 めくって４ページ目から１１ページ目については、Ｆ０１からＦ２０までの新規に設定

した８モデルついて、先ほどご説明した方法に基づき設定した断層パラメーターを示して

おります。それぞれ一つから三つのアスペリティーと一つから三つの破壊開始点を組合せ

により、一つの断層当たり五つから六つのケースを設定しております。既に設定されてい

る既往モデルと八つの新規モデルを基に地震動を算定して被害想定を行いたいと考えてお

りますので、ご意見等をくださいますようお願いいたします。 

 

○岡田座長 

 簡単にもう一度繰り返します。地震動の震源モデルについては、津波の震源モデルに基

づくことを原則として八つのモデルを新規に設定することを前回確認しました。今回は、

その八つについて詳細なパラメーターが図に描いてあるとおり示されました。設定方法等

にご意見等がありましたらお願いいたします。 

 では、私から一言だけ申し上げておきます。 

 前回議論になったことでもありますけれども、今回のモデルは、平成２９年２月公表の

日本海沿岸の津波浸水想定の見直し報告書、当時は笠原座長だったと思いますが、そこに

記載の津波断層モデルに従って断層パラメーターの検討を行ったものです。これらの断層

は、陸地に近いこともあって、津波浸水の影響に加えて、地震動も大きなものが予想され

ます。これまで日本海沿岸の市町村の地震動被害想定として、平成３０年２月公表の北海

道地震被害想定報告書があります。それと比較しても、これからの計算になりますけれど

も、恐らくは被害が大きくなると予想されます。特に、Ｆ０１ＡＬＬ、Ｆ１８ＡＬＬでし

ょうか。これは、今まで北海道が想定していた以上の被害想定になる地震動の可能性があ

ります。 

 自治体、市町村においては、対策の大きな見直しも視野に入れる必要が出てくるかもし

れません。これについてもいろいろ影響があるのではないかと議論をしたのですが、大切

にしなければならないのは、北海道のプロアクティブ行動指針三原則です。１番、疑わし

いときは行動せよ、２番、最悪事態を想定して行動せよ、３番、空振りは許されるが見逃
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しは許されない、これにのっとって、専門家会議としては、最悪事態を想定し、道に答申

させていただくことにしました。 

 以上が前回の議論の主な趣旨です。 

 これについては、よろしいでしょうか。 

 

（「異議なし」と発言する者あり） 

 

○岡田座長 

 では、このパラメーターに従って津波被害、地震動被害について検討していくことにし

たいと思います。ありがとうございました。 

 では、次の議題（２）に行きたいと思います。よろしくお願いします。 

 

○事務局（太田主幹） 

 続きまして、被害想定項目について、資料２に基づきご説明いたします。 

 ２ページ目をご覧ください。 

 前回のワーキンググループにおきまして、地震の発生確率や道路閉塞、建物被害や人的

被害の算定についてご意見をいただきました。 

 ３ページには、前回のワーキンググループの資料を抜粋して載せております。 

 示された被害想定項目のうち、青色に着色した項目は定量的な評価を、黒色の項目は定

性的な評価を行うことを基本として、その他考慮すべき事項としてご意見をいただきまし

た。 

 めくっていただきまして、上にご意見ということで載せております。被害の大きさだけ

ではなく発生周期や発生確率などの情報も必要との意見がございました。 

 お示ししている左側の図は、国の地震調査研究推進本部において公表している日本海東

縁部の長期評価の対象領域と今回の１５の断層モデルを重ねたものです。二つの点線で挟

まれた領域ごとに発生確率を右側の表に記載しています。断層個別の発生確率ではありま

せんが、この海域ごとの発生確率は重要な情報と考えており、被害想定に併せてお示しし

たいと思っております。 

 続きまして、５ページをご覧ください。 

 比較的に発生周期が短い地震による被害の情報も、現実的な対策を取る上で重要とのご

意見がございました。お示ししている図は、平成２５年から２９年にかけて道において公

表した地震による被害想定を抜粋したものです。 

 左上の赤色枠内のサロベツ断層帯については、国の地震調査研究推進本部における長期

評価では、今後３０年以内の発生確率は４％以下とされており、先ほど前ページでお示し

しました北海道北西沖の発生確率と比較して発生確率が高い状況となっています。 

 想定した被害は右側の表に載せておりますが、今回想定する項目とほぼ一致しており、
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対策を取るための情報として活用いただけるものと考えます。 

 ６ページをご覧ください。 

 ご意見として、内陸側に迂回路が少ない地域特性を有する日本海沿岸では、急傾斜地崩

壊に伴う道路閉塞は重要な問題とのご意見をいただいたところです。お示ししいている図

は、日本海溝・千島海溝沿いの巨大地震で、今後は太平洋と呼ばせていただきますが、そ

の被害想定におきる急傾斜地崩壊危険度の評価結果と道路閉塞に関する定性的な被害想定

です。計算上、どの急傾斜地が崩壊するかといった定量的な評価は難しいですが、道路途

絶の定性的な傾向や対策を検討するための参考資料として、道路被害率などのメッシュご

との想定結果を提供することは可能であることから、対策を取るための情報として今後提

供してまいりたいと考えております。 

 続きまして、７ページをご覧ください。 

 河川の結氷に伴い、冬季における津波による建物被害に影響が生じるおそれがあるとの

ご意見がありました。お示ししている図は、太平洋の被害想定における津波による建物被

害の算定手法です。流氷を伴う建物被害は、寒地土木研究所からご提案いただいた流氷の

衝突力を考慮した力に、流氷がない場合の浸水深から被害率を算定して、流氷がある場合

における被害関数としています。図中の黄色とオレンジ色が「流氷がない場合」の被害率

を表し、青色と水色が「流氷がある場合」の被害率を表しています。 

 河川の結氷が、津波による被害とどのような相関関係があって、浸水シミュレーション

や被害想定へどのように反映することが可能かどうかについて、参加いただいております

寒地土木研究所のご協力を得ながら、今後、検討してまいりたいと思っております。 

 続きまして、８ページをご覧ください。 

 火災による被害想定について、暴風雪や積雪量についても考慮する必要があるとのご意

見をいただきました。お示ししている図は、太平洋の被害想定における火災による建物被

害の算定手法を記載しています。 

 積雪による建物倒壊の増加や、季節、時間帯、火気利用状況による出火率の違いは被害

想定に反映されており、延焼については記載のとおりですが、国が用いている評価手法は

風速や出火原因を設定した延焼シミュレーションでして、消防力の運用を考慮した火災被

害を計算しております。メッシュ単位の延焼計算のため、都市の防火構造を十分に反映で

きない問題があることから、消防力が低く、火災被害には消防力よりも都市の防火構造の

影響が大きい北海道の特色を考慮し、太平洋沿岸の被害想定では、風速や出火源等の特定

の条件を設定せず、平均的な火災被害の期待値を計算する手法として、建物を単位とする

ＧＩＳデータを用いて、都市の防火構造、建物分布や隣棟の間隔を詳細に考慮した、火災

被害の評価手法が採用されたところです。 

 こういう経緯もありまして、定量的な評価は太平洋と同様とし、暴風雪による影響につ

いては定性的な評価を検討したいと考えています。 

 続きまして、９ページをご覧ください。 
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 過去の避難経路の活用など、地域特性に応じた避難計画を策定する必要があるとのご意

見をいただきました。 

 お示ししている図は、太平洋沿岸の被害想定における津波による人的被害のシミュレー

ションです。避難を開始する場所から、避難をする場所までの避難ルートを作成して、距

離、避難速度、津波到達時間から避難行動者別に避難の成否を判定しています。避難する

場所は、道路上または避難施設が選択されますが、避難先が避難施設となった場合は道路

から避難施設までの直線距離が加算される手法となっております。 

 避難経路は、道路を基本として計算しているため、市町村や地域で整備された避難階段

や傾斜路が経路と見なされていない可能性があることについて市町村に伝達するとともに、

太平洋と同様に地域の避難計画立案の参考となるように、被害想定のメッシュデータを市

町村に提供したいと考えております。 

 １０ページをご覧ください。 

 ご意見として、観光客が多い地域は、その避難について考える必要があるとの意見があ

りました。お示ししている図は、太平洋の被害想定における津波による人的被害のフロー

図です。 

 人的被害想定に当たり、滞留人口から津波影響人口を算出する必要がありますが、観光

客については、季節や時間帯で滞留する場所を特定することや計算上で観光地を的確に反

映することが難しく、滞留人口及び津波影響人口を精度高く算出することが困難な状況と

なっております。定量的な評価については、精度的な問題がありますが、重要な事項であ

ることから、項目を追加して定性的な評価を行うことについてご議論をいただければと思

っております。 

 続きまして、１１ページをご覧ください。 

 要配慮者の避難に関して、洪水や土砂災害対策に比べて避難確保計画の策定が遅れてい

るため、要配慮者施設への丁寧な説明が必要とのご意見がありました。 

 お示ししている表は、要配慮者施設が避難確保計画を策定する根拠及びその内容につい

て整理したものです。 

 津波浸水想定区域などの施設については津波防災地域づくりに関する法律、洪水、雨水、

高潮の浸水想定区域内については水防法、土砂災害警戒区域内の施設については土砂災害

防止法に基づいて避難確保計画を策定する必要があります。対象となる施設については、

市町村の地域防災計画に位置づけられる必要があることから、津波浸水想定区域内の施設

についても、水防法や土砂災害防止法に基づく施設と同様に、地域防災計画へ位置づけを

していただくように市町村に促してまいりたいと考えております。 

 資料２の説明は以上でございます。 

 

○岡田座長 

 一つ一つご意見を伺っていきたいと思います。 
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 まず、４ページ目の想定地震の発生確率についてはいかがでしょうか。 

 被害の大きさだけではなく、発生周期や発生確率などの情報も必要ではないかというこ

とで、一つ一つの地震に対する発生確率ではないですけれども、そのエリアの発生確率と

いう形で付記するということです。 

 

○中嶋委員 

 ５ページ目に４％という発生確率が出ていると思いますが、４％というのは、一般の人

たちが見たら相当低いと思います。兵庫県南部地震とか中越地震は数％で発生している事

象というか、活断層は根本的にそれぐらいで発生すると思いますので、今まで発生した地

震のパーセンテージも載せておいて、このパーセントでも発生するのだということを理解

いただいたらいいのではないかと思います。 

 

○岡田座長 

 発生確率というのは、一般市民にとってどう理解していいのか、なかなか難しいところ

なので、そういう情報も併せてということですが、いかがでしょうか。 

 

○橋本委員 

 発生確率は正しい数字ですけれども、ほぼゼロが並びますと、起こらないような印象を

持ってしまうので、書き方の工夫が必要ではないかという気がいたします。あまり余計な

心配をかけないという配慮は分かるのですが、それと同時に、やはり備えるべきだよとい

う表現を考えるほうがいいと思います。 

 

○岡田座長 

 そうですね。ただ、数値の表現として、ほぼゼロ以外にどういう書き方が考えられます

か。 

 なかなか難しいと思うのですが、私はこの説明は必要だと思うのです。この表の見方、

ほぼゼロをどういうふうに理解するかということと、なぜこのような確率を出したのかの

説明を報告書の中にしっかり書いたほうがいいと思います。 

 まず、なぜこのような発生確率を出したかというと、恐らく、被害想定をすると相当大

きな被害となって、これだと対策ができないのではないかといって諦めの雰囲気が出てし

まうことが非常に怖いですし、恐れ過ぎるのも怖いです。かといって、発生確率を見て安

心されても困るので、先ほど中嶋委員が言われたように、ほかの地震でもこの程度で発生

するという客観的なデータをつけるとともに、地震発生確率が小さいからといっても、決

して見逃してはいけないのだという説明です。このぐらいのことが想定されているのだと

いうことはちゃんと理解してくださいと。ただ、その使い方としては、対策にも短期的な

ものから中期的なもの、長期的なものがあるので、こういう大きな被害に対しては、発生
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確率から見て、対策を取るための時間が比較的長く考えられますから、居住地の移住とい

うまちづくりに関するような数十年、場合によっては数百年というレンジで関わるような

対策も住民もちゃんと理解しておいてほしい、そういう意味でこういう発生確率を出して

いるということです。 

 

○橋本委員 

 おっしゃることは分かりますが、ゼロという数字は特別ですので、何パーセント以下と

か、そういう幅を持たせた言い方のほうがいいのです。例えば、１％以下とか３％以下と

か、そういうカテゴリーの中に低いものを入れてしまうということですね。すぐに起こる

可能性は低いけれども、備えてくださいねというメッセージを込めて、そういう言い方を

したほうがいいのではないかという気がします。 

 

○谷岡委員 

 橋本委員が言っていることも正しいといいますか、まず、この表は、岡田座長もご存じ

だと思うのですけれども、基本的に左側に対応しているものではないのです。調査委員会

は、もともとこの断層に対してやっているわけではなくて、このモデルは調査委員会が確

率を出した後に出てきたもので、一つ一つに対する確率はまだ誰も計算していないのです。

今まで起こった地震に対して確率を計算しているので、この中のどれか一つずつが今まで

起こった断層に対してこの確率ですよと言っているわけで、起こっていない断層はいっぱ

いあって、それは確率が計算されていないのです。だから、橋本委員が言うように、これ

だけを出すと全然起こらないというメッセージになってしまうのだけれども、これは、単

にこの中の四つがこうだと言っているわけで、ほかのは分かっていないのです。 

 ほかの断層については、このＬ１を計算するときに、山下先生が発生間隔と発生頻度み

たいな何年に１回というところは出しているが、確率は出していないのです。最新の断層

がいつ起こったか分からないので、確率は分からないですが、発生頻度ぐらいまでは出し

ているのです。それを出すぐらいかと思います。 

 ですから、この四つは、どこかで今まで起こったものの確率だと書けば正しい表現にな

るということだと思います。 

 

○岡田座長 

 橋本委員のご懸念は、ゼロ％という数字が一人歩きするのではないかという話ですね。

このゼロ％が何とかならないかという話ですね。 

 

○橋本委員 

 まず、今、この確率はどういう意味なのかという説明を谷岡委員にいただきましたが、

そういう説明は必要だろうと思います。ゼロという数字は特別だと申し上げましたが、表



 

- 8 - 

 

現の仕方の工夫があってもいいのではないかという意見でございます。 

 

○谷岡委員 

 ゼロは、まあまあ正しいのです。例えば、北海道南西沖が１９９３年に起こっています

が、発生間隔が４００年とか５００年なので、今から３０年に起こる確率などを出したら

ゼロに近くなってしまいます。科学的には正しいのですけれども、その中の一部なのでと

いうことをちゃんと書いておけば、いや、そうではないですよというふうにも伝わると思

うのです。ほかのが動く確率は全然分かりませんということですね。 

 

○岡田座長 

 これは、最終的な報告書まで時間もありますし、もう少しいろいろなご意見が出てくる

かもしれませんので、そういうお話があったことを議事録に残していただいて、皆さんも

いい案があれば出していただきたいと思いますが、非常に重要なご指摘でありますので、

最終的な報告書にどうまとめるかは、その時点でもう一度考え直すということでよろしい

でしょうか。 

 

（「異議なし」と発言する者あり） 

 

○岡田座長 

 ありがとうございます。 

 

○田村委員 

 谷岡委員に質問ですが、先ほど発生頻度で表すという話がありましたけれども、具体的

にはどういう形になるのでしょうか。 

 

○谷岡委員 

 例えば、一つ一つの断層が何千年に１回……。 

 

○田村委員 

 やはり、そういうことですか。 

 

○谷岡委員 

 そうです。 

 

○石丸委員 

 今のお話のとおり、まず地震の発生間隔と、最後にいつ発生したかという、表で見ると
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真ん中の列と右から２番目の列を基に計算すると、一番右の列の発生確率が算出されます。

しかし、これだけ数字が低いのであれば、３０年以内の確率（一番右の列）を目立たせな

いというか、むしろ、発生間隔と最新の発生時期を書いて、その下に括弧書きで数値の文

字を小さく表記するとか、パーセントは目立たせないほうがいいのではないかと思います。 

 

○岡田座長 

 私の記憶が間違っていなければ、これは土木関係の方が詳しいと思うのですけれども、

津波に関するＬ１、Ｌ２の考え方ですね。Ｌ１は、ある地域に何年以内にやってくる、そ

のときに建物の使用年限３０年とか１００年と決めた上で計算しているのです。その頻度

を決めてＬ１、Ｌ２を探していくという決め方で土木建築は地震動を評価していたと思い

ます。ただ、理学部は、地震を決めて、断層を決めて、その発生確率はというように、ア

プローチの仕方が逆になっているのです。そういう情報がいろいろ入り込んできていると

いう難しさもあると思います。 

 この辺は難しくて、我々でも混乱しているので、一般市民あるいは行政の方がこれを見

てどう理解するか、間違えないようにしっかりと書き込んでいただくということに今の時

点ではさせていただきたいと思います。 

 ほかに追加することはありませんか。 

 

○田村委員 

中嶋委員がおっしゃられた過去の例として、阪神・淡路大震災は今後 30 年以内に発生す

る確率が数％と低かったけれども起きてしまった、という話がありました。世の中の多く

の人が読んでいる雑誌に文藝春秋があります。本年秋に出され 10 月号に、京都大学名誉教

授の鎌田先生が首都圏直下地震とタワマンと題して投稿されていて、一生のうちに交通事

故で負傷する確率が24％、ガンによる死亡確率6.8％、火災により被害を受ける確率が2％、

台風により被害を受ける確率が 0.5％などを示され、これらとの比較から地震発生確率の

見当をつけてみては、と言っています。 

我われとしては、例えば、阪神・淡路大震災の数％と日本海沿岸地震の限りなくゼロに

近い確率を二つ並べて、阪神・淡路大震災は起きたではないか、という表現はできないで

しょうか。 

 中嶋委員にお聞きしたいのは、国民へ説明するよりよい方法についてです。この点に関

して、私は前からじくじたる思いでいたのですが、何かあれば教えてほしいのです。 

 

○中嶋委員 

 私は、基本的に地震の発生確率は信用するなと教えているので確率論を前提とした説明

は大変難しいです。２回とか３回の地震で単位時間当たりの確率を評価して確率を出すと

いうのは、統計学上の信頼性を担保できない形で算出しているので、信用できるものでは
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ないのですがこれを理解してもらうのは大変難しい。 

 

○岡田座長 

 私もそのとおりで、方法論的には間違っていないのですけれども、統計学的にデータが

少ないのです。東海地震の場合は三つのデータで分布を当てはめているのです。本当は統

計学的にやってはいけないのだけれども、データが少ないという縛りの中で無理やり出し

たものなのです。 

 ただ、どうしても科学者はそれで突き詰めていたいので、データが集まるのを待ってい

るというじくじたる思いがあるのではないかと思うのです。 

 

○谷岡委員 

 ２人とも言っていることはそのとおりですが、一つだけ言えるのは、活断層があるとい

うことです。ないところよりあるほうが起こりやすいというか、今まで起こってきた証拠

なのです。札幌のように、下に隠れていて活断層として現れない場合もあるわけですが、

現れているところは必ず前に起こっているわけで、そこはほかのところより気をつけなけ

ればいけないのは当たり前なのです。 

 例えば、熊本地震も、昔から断層は見えていたのです。ですから、あるところは、ちゃ

んと気をつけてもらわなければいけないのです。 

 ここもあるので、いつかは必ず起こるのですが、確率はよく分からないのです。ＢＰＴ

なんて信用できないので、ポアソンで起こるとしても、何千年に１回だと、確率が低くな

ってしまうのです。確率表示をすると、どうしても数％とかそれ以下になってしまうので

すが、あるということ自体、ほかのところと違って確実に起こるということなので、そこ

をちゃんと理解してもらうことが大事だと思います。 

 

○中嶋委員 

 私は誤解を与える発言だったかもしれないですが、被害想定に意味がないと言っている

わけではないです。限りある資源をどこに分配するかということも考えていかなければい

けないので、ここで起こるであろうということは重要な情報だと思います。ただ、優先順

位を確率だけでつけていいかというところは疑問符が残るという感じかと思います。 

 

○岡田座長 

 今の優先順位というのは、私も使うのですけれども、引っかかるところがあります。 

 先ほど言いましたように、プロアクティブ行動というものがあって、最悪事態を想定し

て行動せよというものです。ここで想定している条件はまだ最悪事態になっていないかも

しれませんが、想定できる範囲で最悪状況を想定しているということです。ですから、谷

岡委員も言われたとおり発生は絶対に忘れてはいけないということは伝えなければいけな
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いのです。ところが、それで対策を諦めてもらっては困るのです。 

 最悪状況を想定した被害に対しては短期的な対策はある意味で期待できる効果は諦めな

ければいけないかもしれないけれども、長期的な対策も必ずあるわけで、それで何とか死

者ゼロという方向も絶対にあるわけです。 

 ですから、短期、中期、長期の３セットで考えていくということで、これを住民もちゃ

んと理解して意見として上げていく、そういう空気をつくり出すようなデータに使ってい

ただけるのではないかと思います。そういうことを伝えるような報告書にしたいのです。 

 皆さんの思いは同じだと思うので、何とかいいものにしていきたいと思います。ご協力

をよろしくお願いいたします。 

 この件については、よろしいでしょうか。 

 

（「異議なし」と発言する者あり） 

 

○岡田座長 

 次に、６ページ目の揺れによる道路被害はいかがでしょうか。 

 千島海溝よりもバージョンアップしているとか、メッシュごとの道路被害の想定結果も

出せるので、それを市町村に提供できるというお話でした。 

 

○石丸委員 

 この図の急傾斜崩壊危険度は、どういう情報を基にＡ、Ｂ、Ｃをつけているのでしょう

か。 

 揺れの大きさは分かるのですけれども、その中には地形の情報も入ってくると思います。

その辺りについて、もし分かるところがあったら教えてください。 

 

○竹内委員 

 これは、土砂の法律の中で、特に居住地とか住宅地が危険な崖地について、過去に調べ

られた例があって、点検した点検結果がありまして、それを基に地震が起こる前の危険度

を計算して、それに対して震度ごとにここに示しているＡ、Ｂ、Ｃのランクを計算してい

く方法が示されておりましたので、その計算に基づいて計算した結果になります。 

 

○石丸委員 

 点の密度は、家があるなしが非常に効いているということですか。 

 

○竹内委員 

 そうです。 
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○橋本委員 

 私も図について伺いたいと思ったのですが、傾斜地自体の堅牢性の話ではなくて、住宅

地がある傾斜の崩壊危険度という話なのですか。 

 

○竹内委員 

 点検結果の中には、堅牢性に当たるようなものもありまして、そこに対して揺れが起き

たときにどのくらい崩れるかという危険度を表しているものです。対象は全ての崖地はた

くさんあると思いますが、その中でも居住地に該当するところが、特に選ばれているもの

だと認識しています。 

 

○橋本委員 

 日本海側だと、傾斜地の重要な避難路ではあるけれども、家がないところが相当あるの

です。そういうところの評価はどうなっているのでしょうか。 

 

○竹内委員 

 その辺が事務局からご回答いただいたところだと思いますけれども、そういう道路に対

しては、今のところ、評価の方法がないので、定性的な途絶の傾向を検討するものとして、

別の資料として道路の被害率もあるので、そちらを兼ねて見ていただいてはどうかと思い

ます。 

 

○橋本委員 

 我々の分析結果だと、土砂災害が起こった場合の避難困難区域の拡大は、むしろ日本海

側が大きくて、太平洋側は小さいという結果が出ています。この図の危険度は逆のイメー

ジがずっとあったのですが、別の資料でも結構ですので、検討するべきときには検討をお

願いします。 

 

○竹内委員 

 被害想定としての計算は、あくまでも居住地になってしまうのですが、日本海側のもち

ろん急傾斜地があって、道路が閉塞するというのは非常に危険なことだと思いますので、

ワーキングの中でも議論して整理をして、定性的なこととしてでも減災計画に向けて載せ

ていければいいなと私も思っております。 

 

○橋本委員 

 どうぞよろしくお願いします。ありがとうございました。 

 

○石丸委員 
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 この図は、あくまでも千島海溝のモデルですね。日本海沿いのほうでもこういう危険度

マップのようなものがあるのですか。 

 

○竹内委員 

 それをこれから計算していく話になるかと思います。 

 

○岡田座長 

 事務局案のメッシュごとの道路被害率等を提供とありますが、このメッシュごとという

のは、この委員会で計算するのは全部のメッシュというわけではないですね。やはり、あ

る条件の中で選別してメッシュを決めて、そこでの被害率ですね。ただ、今回は統一的な

方法でやっていくのですが、その情報を市町村に下ろすときには、市町村が必要としてい

る、ここには対象とならなかったけれども、実は重要な避難路があって、それについて計

算してくださいということがあれば提供できるということでよろしいですか。 

 

○竹内委員 

 計算結果を全て反映することはできないけれども、まずは基本として計算した崖地や道

路のデータを見て、その上で市町村がさらに持っているデータを重ね合わせながら、危険

を示すデータとして見てほしいということでの今回の提供になると考えています。 

 

○岡田座長 

 この道路被害以外にも、市町村ごとに独自に持っているデータや状況があるので、次の

ステップになるかもしれませんが、市町村を道として技術的なサポートする段階において

いろいろ考えているという、その辺の表現が出ているのではないかと思います。私もその

ように理解しています。 

 

○髙橋委員 

 道路のネットワークは、どのレベルまで考えていらっしゃるのでしょうか。 

 基本は国道の海岸沿いが一番のポイントだと思うのですけれども、市町村ごとの避難を

考えると、内陸に上がってくる道路は、かなり狭い道路が対象になってくると思いますが、

今回はそこまで対象にされるのですか。 

 

○竹内委員 

 太平洋沿岸のサイトに、日本海溝・千島海溝の際に利用したデータをそのまま使うこと

を考えております。基本的には市町村道以上の市町村道、道道、国道です。 

 

○髙橋委員 
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 分かりました。ありがとうございます。 

 また、日本海側に関して言えば、当然、急傾斜地もあるのですけれども、トンネルが結

構多いところがあって、特に石狩市の北部は、トンネルが連続していますが、その辺りの

取扱いを考えられていることはあるのですか。 

 

○竹内委員 

 今のところ、トンネルのような個別のものを被害想定の中で計算することは考えていな

かったです。もちろん、被害が出るなどで重要なこととは考えております。 

 

○岡田座長 

 検討する余地はありますか。 

 

○竹内委員 

 計算として難しくても、ルートを確保するために、被害の状況を見ながらワーキングと

して少し考えることが必要かなとは思います。 

 

○岡田座長 

 計算の負担はかなりかかるかもしれませんが、結構重要なご指摘だと思いますので、ご

検討いただければと思います。 

 

○田村委員 

話が異なってしまうかもしれませんが、今、我々が検討している宗谷地域には、海から

陸地へと続いている断層もあり、そこでは津波よりも内陸部の地震が被害を大きくする。

内陸部で発生した胆振東部地震のメカニズムはまだ十分に分析されていないと思いますが、

急傾斜地の地盤崩壊メカニズムについて、最新の知見があり、それが当該地域に有効であ

れば、取り込めないかと考えます。如何でしょうか。 

 

○石丸委員 

 胆振東部地震の場合は、地震の発生場所も内陸地震にしては異常に深いなど特殊なこと

がいろいろあるのですけれども、まず斜面の崩れたところの多くは急傾斜ではありません

でした。これまでの地震の例だと急傾斜で落石や崩壊が多かったのですけれども、厚真周

辺の地域には、火山灰や軽石が緩い斜面にかなり残っていて、それが崩れたという意味に

おいても、特殊な事例になります。そういうタイプの斜面崩壊については、そういうタイ

プのものとして調べていかなければいけないのですが、今まで考えられている一般的な発

生箇所は急傾斜地になります。胆振東部地震以外にも多くの地震があるので、そういう様々

な災害の実績を考慮して検討するのが理想的だと思います。 
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○岡田座長 

 胆振東部地震では、緩斜面での崩壊が結構問題になりました。ただ、これはまだ研究途

上ということもあります。今ご指摘のあった話は、特に内陸地震のときには影響が大きく

なってくるのかもしれませんが、今回は地震、津波という日本海沿岸を対象としています。

その後にオホーツク海沿岸の被害想定があって、また先の話になりますけれども、もう一

度、内陸の地震被害も見直しになると思いますので、そのときには研究が大分進んでくる

のではないかと思います。ありがとうございました。 

 ２番の揺れによる道路被害に関してはいかがでしょうか。 

 

（「なし」と発言する者あり） 

 

○岡田座長 

 では、次の３番の津波による建物被害に移ります。 

 ご意見としては、河川の結氷に伴い、冬季における津波による建物被害に影響が生じる

おそれがあるが、この辺はどうかということで事務局案が出されましたけれども、ご意見

はいかがでしょうか。 

 

○石丸委員 

 ３．１１の東北地方太平洋沖地震のときに、十勝から根室半島にかけて津波による被害

や浸水高の調査をしたのですが、特に寒冷な道東方面では、３月でもほとんどの海岸沿い

の沼が結氷していました。７ページに書かれている事務局案に河川と書いてあるので、ま

さにそういうことを考慮されていると思うのですが、海水はなかなか凍結しにくいけれど

も、河川は非常に凍結しやすくて、実際に沼や河川で氷が打ち上がって斜面にぶつかって

いるのを多くの場所で見かけました。北海道ではたまたま津波の高さは、それほど高くな

かったため、住宅や構造物の被害を受けずに済みましたけれども、このことはすごく重要

な課題だと、当時、現地を見て思いました。 

 そういうことからすると、どの時期に川や沼地が凍結しているかという情報を取り入れ

て、ここに出ている図面と併せて検討されるといいと思います。 

 

○岡田座長 

 被害関数で、流氷被害も取り入れることができるということです。 

 

○谷岡委員 

 これは非常に重要だと思います。寒地土木研究所で被害関数を出していただいたことで、

何が重要かというと、例えば、左の図で全壊（木造）というのが濃いオレンジ色ですが、
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流氷のときは濃い青色になっています。よく見ると、大して違わないように思うのだけれ

ども、これは大きく違って、例えば、１．５メートルぐらいの津波が来たとき、オレンジ

色だと１０％ぐらいですけれども、青色になるといきなり６０％ぐらいなるのです。これ

を縦に見ると全然違って、これが重要です。大きな津波が来たら、全部流されて全部壊れ

てしまうので、大して変わらないですけれども、中途半端な波が来たときに、被害率が全

然違うということが重要です。ここまで確かな被害関数になっているかどうかは不安だけ

れども、これを使うのは非常に重要だと思います。 

 

○オブザーバー（木岡上席研究員） 

 寒地土木研究所の木岡と申します。 

 前回、千島海溝のときに、こういう被害関数を提案させていただきました。 

 前回、私は欠席したのですけれども、川の氷のお話があったということでした。私は、

海と流氷が専門なので、川は専門ではないのですが、私の持っている知識で言うと、先ほ

ど石丸委員がおっしゃったとおり、３．１１のときも、うちの川部門が調査に行ったとき

に、遠く離れたイメージがあるのですけれども、北海道の川でも陸を深くえぐり取って、

川を１０キロメートル以上４０キロメートルも伝播した跡もありますし、実際に津波が川

を伝播して、北海道の河川は全道的に結氷しますので、氷が割れて、割れた氷が洪水敷と

か河畔林まで遡上したという観測結果もありますし、アイスジャムという現象があります。 

 ジャムというのは、目詰まりです。要は、狭い河道内に割れた氷が詰まって堆積して水

位が上がるとか、その水が氾濫する可能性もありますし、氷がゲートや水門に衝突してゲ

ートが閉まらないとか、橋脚にぶつかる可能性もあります。 

 １９５２年の十勝沖地震を皆さんご存じかと思います。道東で被害がありましたけれど

も、あのときも、大きくない河川ですが、結氷した川に津波が伝播して氷が割れて、堤内

地で家屋等に被害を及ぼしたと報告書にあります。 

 また、橋脚ですね。木製だったかどうか忘れましたけれども、氷が橋に激突して落橋し

たという報告もありました。そういう意味で言うと、川の氷も考慮に入れることは大事で

はないかと思っています。 

 今回、私もこの被害関数をそのまま適用するかどうかは分かりません。海の氷との大き

な違いがありまして、まず、川の氷が硬いということで、強度が違うこともありますし、

河道内のアイスジャムの問題があります。今回、それをどこまで反映できるか分かりませ

んが、私どもの川部門とか、大学にも川の氷の専門家がいらっしゃいますので、そういう

方たちと連携しながらお手伝いをさせていただければと思います。 

 

○岡田座長 

 ありがとうございます。ぜひご協力をお願いします。 
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○中嶋委員 

 新しい観点で、物すごくいいことだと思うのですけれども、１点、これが当たる場所に

は津波の避難ビルがあります。非木造で一くくりにされているのですが、ＲＣとかＳ造と

か避難ビルに指定されているものに対してもこれを当てはめてしまうと、３メートルを超

えると全て壊れるという話になりまして、避難ビル自体が使えない話になりかねないと思

います。 

 その辺も考慮して、全壊で本当に評価してもいいものなのか、もう少し分類しないと駄

目なものか考えないと、いろいろと避難ビルの検討等に問題が発生すると思うのですが、

いかがでしょうか。 

 

○岡田座長 

 これは、非木造の流氷被害で出ているのですけれども、河川になると、どういう被害関

数になってくるのか分からないです。今の時点で、このワーキングで議論できますか。今

の時点で、今の中嶋委員の質問です。避難ビルのような比較的がっちりとした非木造、い

わゆるＲＣとかＳ造のような、仮にこの関数を非木造で使ってしまうと、非木造だと青色

ですね、津波浸水深３メートルぐらいあると被害率は６０％ぐらいになりますね。それで

いいのかという話です。 

 

○オブザーバー（木岡上席研究員） 

 そのお答えになるかどうか分かりませんが、私が知る限りでは、避難ビルなどの重要構

造物はそういうことを考慮しなければいけないです。海で言うと、流氷もそうですけれど

も、実は流氷より怖い漂流物があります。木材とか船舶とか車両のほうが破壊力がある可

能性があります。 

 そういう場合は、一般的に津波漂流物と言いますが、津波漂流物の衝突力が提案されて

いて、それは一応考慮するというのがマニュアルにあったと思います。 

 川の構造物を私は存じ上げないのですけれども、それは個別に考えていかなければいけ

ないと思います。 

 

○岡田座長 

 今、津波漂流物という重要なご指摘がありました。分けなければいけませんが、海の流

氷に関しては、日本海側ですので、今回、流氷はあまり問題となりませんね。 

 

○オブザーバー（木岡上席研究員） 

 日本海はそうですね。 

 

○岡田座長 
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 ただ、この後、オホーツク海沿岸も計算しなければいけないので、そのときには流氷は

非常に重要な問題になってくるということが一つです。 

 それから、漂流物の被害ということですが、この想定被害項目の中にありましたか。ど

うでしたか。 

 定量的な評価は、漂流物の実態が分かってくればできるのかもしれませんけれども、そ

れぞれの地震ごとにこういう漂流物が発生するというところまで評価するのはなかなか難

しい気もしますが、難しいからといって忘れてはいけないので、定性的な記載になるとい

う気がします。 

 先走って話をしてしまいましたけれども、その辺はいかがでしょうか。 

 そもそも漂流物というのは被害項目の中にありましたか。 

 

○竹内委員 

 日本海溝・千島海溝の範囲には入っていないです。予測は非常に難しいので、そういう

手法自体の提案がまだなされていないと思います。漂流物が具体的にどこに流れ着くかと

いうのは難しいです。そして、全面的にそれがたどり着くわけでもないと思います。 

 

○岡田座長 

 木岡さんのお話では、計算方法も幾つか提案されているという話でしたけれども、その

辺はどうでしょうか。 

 

○オブザーバー（木岡上席研究員） 

 それは衝突力とか津波に対する外力があるのですけれども、漂流物による衝突力、それ

に基づいての評価です。ＲＣが壊れるとか壊れないとか、調査結果もありますから、そう

いうマニュアルがあったと思います。また機会があれば紹介させていただきます。 

 

○岡田座長 

 その漂流物がどのくらい発生するかが難しいですね。漂流物が分かればいいのですね。 

 

○オブザーバー（木岡上席研究員） 

 漂流物は、その地域によって違いますし、港湾によっては木材を貯蔵しているところも

ありますし、車両や船舶があるところでは漂流物が凶器になるところもあります。もちろ

ん、漂流物が全然ないところもあるでしょう。 

 

○岡田座長 

 地域性にもよるということなので、この辺は、北総研に研究の観点でご協力いただけれ

ばと思います。漂流物に関して、そういうご指摘があったということで、項目としてどの
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ように対応するか分かりませんので、ご検討いただきたいと思います。 

 ほかはいかがでしょうか。 

 ここでは、津波による建物被害と限定していますが、地震動による建物被害でもいいで

す。建物被害に関して、地震動による建物被害ということでは前回はあまりご意見はあり

ませんでしたけれども、それを含めてよろしいでしょうか。 

 

（「なし」と発言する者あり） 

 

○岡田座長 

 では、４番目、８ページ目ですが、火災による建物被害についてはいかがでしょうか。 

 ご意見としては、暴風雪や積雪量についても考慮する必要があるということで、事務局

案としては、内閣府の方法というのは、暴風雪というのは、消防の消火の運用といいます

か、消防力に影響するということでした。それを検討しているのだけれども、北海道の場

合は、そちらよりも都市構造的に、焼け止まり側の道路の幅が広いとか、建物密度が低い

ということで、暴風雪の影響は消防力の運用への影響よりも都市構造から受ける影響が大

きいので、太平洋側の計算方法と同じでいいのではないか。ただ、そんな注意も書いてお

きますということでした。 

 いかがでしょうか。 

 日本海側は暴風雪が特に強いということで、これは次の人的被害にも影響すると思いま

すので、そこと併せていかがでしょうか。９ページの津波による人的被害と併せてご検討

ください。 

 津波による人的被害は、過去の避難経路の活用など、地域特性に応じた避難計画を策定

する必要があるということで、事務局案としては、条件によっては市町村や地域で整備さ

れた避難階段や傾斜路が避難経路としてみなされていない可能性があることを市長村に伝

達の上、被害想定の詳細なデータを提供し、地域における避難計画の策定を支援というこ

とで、個別対応いたしますということです。 

 私が懸念したのは、暴風雪が想定条件の中にそれほど入っていないのです。これは避難

するときの避難速度にもろに影響してくるのですが、この辺はどうかなというのが懸念し

た理由です。 

 

○橋本委員 

 岡田座長がおっしゃるとおり、暴風雪の避難における影響というのは非常に大きくて、

積雪がない場合の歩行速度を１とすると、積雪がひどい場合０．５ということで、これも

場合によっては甘い数字になります。除雪していない道をざくざくかき分けたらそんな速

度にはならないです。 

 また、日本海側の場合を考えると、崖の階段みたいなところに上がってやるけれども、
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恐らく暴風雪ときにそれは無理だろうとか、せっかく用意してある崖を登る道も、細い道

は除雪をしないので使えないだろうとか、いろいろな問題があります。 

 ですから、具体的なことはともかくとして、積雪時の避難路確保が重要な課題であると

いうことは強調しておいたほうがいいような気がします。 

 

○岡田座長 

 特に日本海側の留萌管内では、ホワイトアウトになると、全く方向が分からないという

話でした。今日は気象台の阿南さんがいらっしゃいますが、ホワイトアウトというのは北

海道で年間どのくらいあるものなのですか。被害想定の中に組み込まなければいけないぐ

らいの頻度であるかどうかということです。 

 

○オブザーバー（阿南地震情報官） 

 私もその専門ではないのですけれども、毎年、毎年で数が極端に違っていたはずですの

で、それを定量的に入れ込むのは難しいのではないかという感触を今は持っております。 

 

○岡田座長 

 そんなこともあって、建物被害の計算のときの暴風雪の影響はそれほど考えていないよ

うですけれども、定量的評価がなかなか難しいということですね。 

 ただ、非常に危険な状況なので、こういう暴風雪のときにそもそも避難なんて無理だと

思いますので、その辺はしっかりと書いていただければいいと思います。 

 それこそ、私が申し上げているとおり、災害時には逃げない対策、これを目指した対策

を長期的に考えていただきたいと思っています。 

 それから、思い出したのですけれども、低体温症の問題がありますね。大分前に中嶋委

員から、周辺の温度環境や風速状態、着衣の状態で低体温症の危険性の評価ができそうだ

という話がありました。それは、論文化されているようなので、今回ここに入れることは

できるのでしょうか。 

 

○中嶋委員 

 平均的な人の低体温症であれば入れられると思いますが、お年寄りとか、子どもとか、

体内の熱量が小さい人たちは同じ時間で低体温症になるわけではないので、もっと危ない

人たちもいるという上での仮定であればできると思います。 

 

○岡田座長 

 どういう人たちがそこの地域にいるかという確率分布で与えられるので、そういう分布

を使えば地域評価も可能になってくると思います。ただ、いろいろ工夫が要るかと思いま

すが、被害想定を実施する北総研に対して研究協力という形で支援できる可能性はいかが
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でしょうか。 

 

○中嶋委員 

 北海道ではかなり重要な問題で、このまま要低体温症対応策みたいな状態でただ出して

いくわけにはいかなくて、コートを着るだけで何時間延びるという、対策まで評価できる

可能性があるので、ちょっと無理してでもやったほうがいいと個人的には思っています。 

 

○岡田座長 

 これに関しては、前に根本委員からも、そういう評価方法があるのなら、北海道独自の

問題としてぜひ評価していただきたいという要望もありましたので、その方向でよろしく

お願いします。 

 これに関して、ほかにいかがでしょうか。 

 

（「なし」と発言する者あり） 

 

○岡田座長 

 被害想定は、統一的な方向でということで、今のは津波による人的被害関係ですけれど

も、定性的な評価にならざるを得ないところもありますが、市町村独自の個別の支援のと

ころでいろいろ情報提供できそうだということです。 

 その次に、１０ページ目の観光客の被害想定です。 

 ご意見として、観光客が多い地域は、その避難について考える必要があるということで

す。事務局案からは、観光客の滞留人口、そういう時間の情報を集めるのはなかなか難し

いということで、定量的な評価は精度的な問題から難しいので、定性的な評価にしたいと

いうことですが、これはいかがでしょうか。 

 

○橋本委員 

 しようがないと思うのですが、我々の研究室では、結構前から定量評価の手法開発をや

っていて、何か提供できるものがあったらやりたいと思っています。 

 駐車場とか車の量からスポット的にそこの観光客を判断する方法や、今やっているのは、

携帯電話の人口から観光施設ごとの観光客分布を推計する方法でして、そういう手法をな

るべく早く確立して提供させていただきたいということが一つです。 

 もう一つは、日本人を想定した場合はこれで完結していいと思うのですが、外国人観光

客が多い場合の対応をこれになるべく加味したほうがいいのではないかと思います。 

 

○岡田座長 

 今おっしゃられた前のほうですが、いろいろ把握する方法があるというのは、全道一律
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にできるものですか。それとも、どこかの市町村を特定してやるものですか。 

 

○橋本委員 

 どこにでも適用できる手法の開発を目指していますが、函館などを取りあえず事例地域

として、今、精度を高めようとしているところです。 

 

○岡田座長 

 分かりました。支援のほうをよろしくお願いします。 

 この後の個別の市町村への対応のところでも出番がかなり多くなってくるのではないか

と思います。よろしくお願いします。 

 それから外国人観光客についても、これもすぐには定量評価がなかなか難しいし、地域

差がかなりあると思いますので、これも定性的なところでの記述をぜひお願いしたいと思

います。 

 

○橋本委員 

 津波という言葉すら知らない外国人観光客の方々が平気で海岸部に来ているので、そう

いう事前のレクチャーが必要なのかもしれないし、何か起こったときに、その恐ろしさを

伝える方法が必要なのかもしれません。少なくとも、津波の心配があるときに、海に出て

写真を撮るという真似をしないように、対策に組み込んでいただければと思います。 

 

○岡田座長 

 それは、対策のほうで多言語でいろいろ表現するとか、いろいろなアイデアが出てくる

のではないかと思いますので、そちらで対応していくのがいいと思います。 

 ほかにいかがでしょうか。 

 

（「なし」と発言する者あり） 

 

○岡田座長 

 では、最後の福祉施設の避難確保計画になります。最後のページです。 

 ご意見として、洪水や土砂災害対策に比べて遅れているため要配慮者施設への丁寧な説

明が必要ではないかということで、事務局案として、水防法や土砂法と同様に、市町村地

域防災計画への位置づけを促すと、そこに関係三法が載っていますが、水防法、土砂災害

防止法には、対策の施設として福祉施設は、ちゃんと明記されているようですが、今回の

津波防災地域づくりに関する法律の中では、対策施設として明記されていないということ

でしょうか。  

 そのために、市町村によっては地域防災計画の中にも、対象施設として福祉施設が明記
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されていないところもあるので、まずはそこで記述してもらうと、その辺から始めなけれ

ばいけないということでした。 

 根本委員からのご意見だったと思いますので、この辺はしっかりと報告書で明記すると

ともに、これも指導していかなければいけないですね。 

 

○橋本委員 

 既に北総研の地質さんでも取り組んでおられると思いますが、例えば、保育園とかいろ

いろございます。そういう要配慮支援者といっても、体の不自由な方やお年寄りの方以外

にもたくさんおります。保育園ですと組織の在り方が問題になってきて、認可されたもの

だと、防災訓練をするとかが義務づけられるのですが、非認可だとそれをやる義務がない

とか、いろいろな事情があります。そういうものを超えて、皆さんには避難訓練やその他

に取り組んでいただけるような体制づくりができたらすばらしいと思います。 

 

○岡田座長 

 ありがとうございます。重要なご指摘だったと思います。 

 ほかにいかがでしょうか。 

 全体を通して、何か付け加えておきたいことがあればよろしくお願いします。 

 

（「なし」と発言する者あり） 

 

○岡田座長 

 では、最後に、座長から事務局へいつものお願いということになるのですけれども、日

本海側の地震というのは、国指定の大規模地震の対象外であるために、日本海沿岸の市町

村というのは、特措法の対象外で、予算の補助の対象外になっているということです。 

 ただ、市町村にとっては、地震対策の予算が大きなものであって、国、道からの補助な

しには、ほとんど進めることができないところがあります。ですから、日本海沿岸の市町

村の被害というのは、国の目線では絶対数として、被害が小さいものなので、あまり取り

上げられないわけです。ただ、被害率で見るならば、恐らくは数十％という市町村崩壊に

近い数字が出てくるのではないかと思います。そうなると、市町村のみで対策を遂行する

ことは非常に厳しいということです。 

 したがって、道としても法の枠組みを検討していただいて、国からの支援を引き出す方

法、特措法以外の方法もあるのではないかなと思いますが、その可能性をぜひ探っていっ

ていただきたいと思います。 

 これまで、このようなことを何回も発言してきたのですけれども、国、それから全国民

に対して、国がスポットを当てないような災害も、地域は非常に難儀しているのだという

ことを認識していただくためにも、議事録に必ず残していただきたいと思ってお話をさせ
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ていただきました。これからも同じようなことを毎回言って議事録に残し強調していきた

いと思っていますので、またかと言わずにお聞きください。 

 以上ですが、ほかによろしいでしょうか。 

 事務局から何かありますでしょうか。 

 

○事務局（平野海溝型地震対策室長） 

 事務的な話で大変恐縮ですが、今日ご議論いただきました内容で、決定された事項に沿

って、まず、被害想定の計算をさせていただきます。また、ご意見をいただいた中身で、

継続して検討していくものにつきましては、再度検討いたしまして、準備が整い次第、ま

たお集まりいただいて、議論いただきたいなと考えておりますので、その際にはどうぞよ

ろしくお願いいたします。 

 

  ３．閉  会 

○岡田座長 

 それでは、本日はこれで終了いたします。 

 どうもありがとうございました。 

                                  以  上   


